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１．はじめに

　今日，学校教育には，様々な教科・領域に渡る学習内容
について，児童や各学校の実態に応じた効果的な学校のカ
リキュラムを作成し，それを発展的に更新していく教育課
程の編成が重要である（田村　2014）。
　本来，教育課程の見直しは，「学校経営のプロセスの中
で絶えず検討され，評価，改善されている」はずだが（山
崎　2018），筆者の勤務校においては，教育課程の編成，
とりわけ，総合的な学習の時間に３点の課題が存在した。
第一に，３～６年生でおこなう総合的な学習の時間の探究
課題の設定，第二に，平成31年度から完全に実施される
学習指導要領への対応，第三に，学校の教育課程を見直す
学校の仕組みづくり，であった。
　本稿では，筆者が2018年から2020年にかけて，教務主
任としてどのような取組をおこなったかを報告することで，
へき地・極小規模校における教育課程再編成の課題検討の
基礎資料としたい。

２．先行研究と本稿の構成
（１）へき地小規模校における学校経営と教育課程編成

　これまでも，へき地小規模校は，地域とともにある学校
として，地域の人材・自然環境・歴史などの既にある教育
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概　要

　本稿は，筆者の勤務校における，教育課程の編成，とりわけ，「総合的な学習の時間」の実践について述べたものである。
「総合的な学習の時間」に関わる一連の取組のうち，特に，学年毎の探究課題の内容や系統性，外部機関との連携の仕方
に課題が見られた。この課題を解決するために，課題の系統性を再確認し，主たる体験活動を明確にした。このプロセス
を勤務校の教育課程の見直しのプロセスと捉えることで，さらに，学級担任の負担やPDCAサイクルの実質化にも目を
向けることができた。これにより，教育課程の各種全体計画の全般的な見直しにもつなげることができた。へき地・極小
規模校の限られた教職員数で，各種全体計画を作成・改善していくためには，運営の工夫が必要なことはもちろんである
が，状況に応じてトップダウンとボトムアップのどちらでも動けるような体制づくりが求められる。

資源を積極的に教育活動に取り入れてきた。へき地小規模
校の学級担任はほとんどが教科担任制ではなく，教科指導
や生活指導の多くを一人で担っている。困難さはあるもの
の，教科同士の学習内容の関連性を生かしたり，児童の様
子を見て興味・関心の高さや日常の生活との関わりなどに
気づきそれに基づいた指導をしたりと，様々な視点で児童
の成長を促す学級経営をおこなうことができる。
　2015（平成 27）年に文部科学省が策定した「公立小学
校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引～少子化
に対応した活力ある学校づくりに向けて」では，学校が小
規模の場合，「教職員一人当たりの校務負担や行事に関わ
る負担が重い」ことが指摘されている。実際，へき地小規
模校が多い北海道では，かねてから小規模校の比率が高い
傾向にあったが，近年，中心市街地の人口減少が進む都市
部においても学校の小規模化が進行している。加えて，複
式学級になるほど児童数は減少しないものの，複数学級に
なるほどの増加も見込まれない単学級の小学校と複式学級
を有する小学校を合わせると，学校数に対して６割を占め
る。なおかつ，距離的な制約があることから，統廃合で「適
正」な学校・学級規模を維持することも難しい。深見（2013）
は，北海道東部地域の小規模小学校の学級担任への調査か
ら，単学級担任として困難に感じる業務として，『学校行
事への取り組み』，『学年打ち合わせなど学級について相談
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する場がないこと』，『授業の準備』であったことを報告し
ている。小規模校ゆえの課題があることを前提に，学校や
地域の特性に応じた意図的・計画的な教育活動をおこなう
ために，カリキュラム・マネジメントが重要といえる。

（２）学級担任がおこなうカリキュラム・マネジメント

　社会に開かれた教育課程を実現するためのカリキュラム・
マネジメントの視点として，
・ 教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科

等横断的な視点で組み立てていくこと（カリキュラム・
デザイン），

・ 教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていく
こと（PDCAサイクルの確立），

・ 教育課程の実現に必要な人的又は物的な体制を確保す
るとともにその改善を図っていくこと（内外リソースの
活用），

　これら３つが挙げられている（無藤 2017，田村 2017）。
しかしながら，学校でおこなわれている教育活動のうち，
各教科の学習は，教科書や教師用指導書に頼った指導が見
られ，学校独自のカリキュラム開発やその必要性に対する
教師側の意識が低いという実態もある。その要因として，
教師が積極的に関与してカリキュラムを開発，編成，実施，
評価するという発想がきわめて乏しかったことが指摘され
ている（山口満 2001）。教師側の意識に課題がある点につ
いては，業務内容の多忙化も一因と考えられる。
　カリキュラム・マネジメントにおける教師の役割を論じ
たものとしては，諏訪・田中・畑中（2018），田中（2017），
内山・玉井（2016）などが挙げられる。諏訪・田中・畑中

（2018）は，管理職及びミドルリーダーへのインタビュー
調査から，学校－保護者－地域との様々な連携・協力は「社
会に開かれた教育課程」そのものであり決して真新しいも
のではないが，教職員全体の理解を深めるためには，まだ
馴染みが薄く今後の課題であることを指摘している。田中

（2017）では，カリキュラム・マネジメントは，教師にとっ
て「高度なスキル・アップに挑戦する機会」であり，その
ためには教師が「自校のカリキュラムのもつ長所と短所に
ついて資料をもとに指摘できること」，「事後にカリキュラ
ム評価をおこないやすいように教師が目標を具体的に設定
する力」などが必要であり，そのためには「実生活と何ら
かの回路をもっている『社会に開かれた教員』がふさわし
い」としている。内山・玉井（2016）は，社会に開かれた
教育課程を編成する一環としての「地域を探求する学習活
動」と，教科・領域との有機的な結合を図るカリキュラム・
マネジメントの重要性を指摘し，発達段階を踏まえた小学
校の実践事例を紹介・分析している。

（３）実践例として取り上げた学校の詳細

　鶴居村立幌呂小学校（以下，本校）は，通常学級が３学
級（すべての学級が複式学級），特別支援学級が３学級で
構成され，全校児童が20名弱の小規模校（へき地２級）で，

教職員（道費負担職員）は11名である。本校では，かね
てより総合的な学習の時間に力を入れており，地域の持つ
潜在的な機能を刺激したり引き出したりすることで，地域
力を生かした教育活動をおこなってきた（滝川 2005）。こ
れまで，中核となっているタンチョウや田植えに関する学
習活動「幌呂で育つ」のほかに，学年ごとに「地域の○○
自慢（年度によって異なる）」の活動が年間指導計画に位
置付けられてきた。
　教育課程の再編成を実施するにあたっては，管理職と教
育課程全般に関わる課題点の確認をした。校長からは，①
教育課程を年度ごとに「実質化」していくためには，教育
課程を見直すための機会と時間を確保していくこと，②児
童数が今後減少することに伴う教職員数の減少に対応する
とともに，教職員の異動があっても教育課程の見直しが継
続的な取組となっていくための組織づくりも必要であると
いう方向性が示された。それを受けて，筆者が教務主任と
しての具体的な実践を報告する。

３．実際の取組

（１）総合的な学習の時間の探究課題

①課題点

ア）探究課題の設定

　改訂前の全体計画では，総合的な学習の共通テーマとして，
「地域」というテーマが設定され，「歴史，文化，自然，生活，
産業，仕事等」という項目があった（表１）。第３・４学
年と第５・６学年の違いは，第５・６学年にキャリア教育
の要素が入っていることであり，その他は，いずれの学年
も共通であった。個々のテーマに問題はないものの，どの
学年でどのテーマを取り上げるかという具体的な記載はな
かった。
　表２で示した探究課題は，学級担任が年度末に作成した
総合的な学習の時間の報告書に記載されていたテーマを一
覧にしたものの一部である１）。これによれば，キャリア教育，
タンチョウ，自然自慢，木，椎茸，釧路湿原，鶴居村の食，
自信をもって伝える等のテーマで学習がおこなわれていた
ことが分かる。ここで課題となるのは，学校の全体計画の
中で学年間のテーマ設定に系統性や一貫性がないというこ
とである。一例として，平成28年度に３年生だった児童は，

表１　鶴居村立幌呂小学校の総合的な学習の時間の探究課
題（平成30年度版　総合的な学習の時間の全体計
画より抜粋）

中学年 高学年

地域 地域の歴史や文化，自
然，生活，産業，仕事
等を調べる活動を通し
て，人や社会，自然に
関わり，地域社会への
理解と愛着を持つ。

地域の歴史や文化，自然，
生活，産業，仕事等を調
べる活動を通して，人や
社会，自然に関わり，地
域社会への理解と愛着を
持ち，これからの自分の
生き方を考える。
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「幌呂の自然自慢（木というテーマに限定）」→「開店！幌
小レストラン（鶴居村の特産物を生かしたレシピづくり）」
→「タンチョウ，釧路湿原（自然）」→「自信をもって伝
えよう（地域の歴史）」という内容で４年間のカリキュラ
ムが構成されていた。大きなテーマでいえば，「自然→食
→自然→歴史」といえるが，学級担任によって取り上げる
テーマに大きな差があり，担任のテーマ選定により学習内
容が大きく変わっていたということができる。
　積極的な見方をすると，児童が探究したい課題を年度ご
とに設定することが可能であり，実際に指導にあたる学級
担任の意向を反映しやすい，学級担任の裁量が大きく個性
を発揮しやすいと評価することができる。一方で，児童の
意欲や担任の意向が反映されやすいということは，学校と
して４年間で学ばせたい目標，内容，方法が明確になって
いないという課題が存在することを表している。また，担
任が学習課題を設定することの負担が大きく，いわば「学
級担任任せ」とも言うことができる。実際，総合的な学習
の時間は，他の教科の学習と異なり，教科用図書がないこ
とにより，指導がしにくいと感じる教員も多いことが指摘
されている。本校でも，着任したばかりの教員が，学校の
教育課程や地域の事情に精通していない場合，取り上げる
テーマを選定することに困難を感じていたということもあっ
たようである。さらに，教員の指導力の差が表れやすくなり，
第３・４学年と第５・６学年で同一テーマを探究課題とし
ている場合に，下学年のほうがより深い課題追究をおこなっ
ているという逆転現象もみられていた。児童からも，年度
当初に教員からテーマが発表される際に，学年間のテーマ
の重なりについての意見が時折出され，「〇年生の時にやっ
たことがある」という声も聞かれたとのことである。同一
のテーマであっても，探究方法等の学習過程が学年段階に
よって異なることを児童に説明することでそのような課題
はクリアされる可能性はあるものの，これらすべては，学
級担任が計画を立てにくい，授業をしにくい全体計画であっ
たことに起因するといえる。
イ）外部機関との連携

　小学校においては，総合的な学習の時間，生活科や社会
科で地域について学習する際，学校の周辺地域で体験活動

をおこなったり，地域住民に講師に来て頂いたりすること
が多くある。本校の総合的な学習の時間の学習でも，地域
の様々な施設を見学したり，外部講師として，特別天然記
念物タンチョウの学習には地元のＮＰＯ法人の方，地元の
牛乳を活用した調理実習ではチーズ工房の経営者に依頼し
たりする等の活動がみられた。しかし，学年ごとの探究課
題が担任に任されている部分が多かったこともあり，学習
を進めるために体験活動や講師の選定が先になり，児童の
４年間の学習の系統性がないがしろにされている側面があっ
たことも反省として挙げられた。また，授業を進める担任
が個人的に依頼しており，学級担任が異動したり変わった
りすると，関係が途切れてしまうという状況もみられてい
た。総合的な学習の人材バンクのようなファイルも準備さ
れていたが，記録化されていない期間が長く，実質的に活
用することが難しい状況がみられた。
②改善の方策

ア）探究課題の系統性

　基本的な方針として，「地域の実態，児童の実態を踏まえ，
年度ごとの探究課題を設定する。年間１テーマでの取組を
基本とする」とした。それを受けて，学校課題は「地域を
愛し，地域の未来を考える幌呂小学校の子ども」とし，探
究課題を「自然」と「食」という構成で，４年間のなかで
２回ずつそれぞれの課題を学習するということにした。第
３・４学年では，学校周辺の地域や鶴居村での体験活動を
もとに，体験により得られた気付きをもとに自らの興味・
関心に応じた課題追究を計画した。第５・６学年では，第
３・４学年での学習をもとに，学校の周辺地域や鶴居村か
ら範囲を広げた。具体的には，北海道東部地域（釧路地方）
に目を向けたり，体験だけではなく，これまでの経験をも
とに深く調べたり，ふるさと鶴居村の良さを発信したりす
る活動を多く設定した。
イ）第３・４学年の探究課題

　第３・４学年では，「鶴居の自然とそれを守る人々」「鶴
居の食とそれに関わる人々」を探究課題として設定した。
第３学年から学習する社会科では、第１・２学年でおこ
なった生活科のまちたんけんをもとに，身近な地域につい
て学習することになっている。つまり、学校周辺の地域か
ら，居住している市町村，都道府県，世界へと学年が上が
るにつれて学習の範囲が広がる構造になっている。これを
踏まえつつ、第３・４学年の総合的な学習の時間の探究課
題としては，学校周辺の地域（幌呂地区）や鶴居村に学ぶ
範囲を限定し，「自然」と「食」という切り口で地域の良
さに気づくことができる学習を目指した。
　「自然」の探究課題を扱う第３学年では，国立公園であ
る釧路湿原での体験活動を季節ごとに４回設定した。ラム
サール条約で保護されている世界的に有名な湿地が近くに
ありながらも，意図しなければ意識することなく，通過す
る一風景に過ぎないというのが児童の実態であることを踏
まえた設定である。体験活動は，湿原の湿地に長靴を履い
て埋まることを体験したり，ウォークラリーを通して動植

表２　総合的な学習の時間の探究課題一覧

第３・４学年 第５・６学年
平成24年度 ※ キャリア教育
平成25年度 タンチョウ キャリア教育
平成26年度 自然自慢（食） ※
平成27年度 ※ タンチョウ
平成28年度 自然自慢（木） しいたけ
平成29年度 幌小レストラン タンチョウ，釧路湿原
平成30年度 釧路湿原，調べ隊 自信をもって伝えよう
令和元年度 鶴居村，食べ隊 鶴居の特産品，釧路の魚

※は，報告書のデータを見つけることができなかったこと
を表す。
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物を発見したり，外来種の駆除やクロスカントリーを体験
したりする。これにより，自らが住んでいる地域にどのよ
うな動植物がいるのか，どのような四季の移り変わりがあ
るのか，その自然を守るためにどのような人々が関わって
いるのかということを児童が考えることを目的としている。
学習成果については，釧路湿原にある恩根内ビジターセン
ター（環境省釧路自然保護事務所）で，体験活動の講師を
してくださる環境省の職員の方に発表することを活動のゴー
ルとし，調べたことを発信する目的意識を高められるよう
にしている。
　「食」の探究課題を扱う第４学年では，学校の身の回り
にある山菜や学校の農園で収穫できる野菜，鶴居村の特産
品を活用した調理体験を主たる体験活動とした。本校の周
りには，クレソン，ふき，わらび，行者にんにく等，季節
ごとに山菜がたくさん採れ，村外から多くの方が山菜採り
に来られている。その一方で，家族と山菜取りなどをおこ
なったことも実際に食べたこともないという児童がほとん
どであるという実態もある。そこで，季節ごとの山菜採り
体験やそれを生かした商品づくりに携わっている方へのイ
ンタビュー，販売店への見学を体験活動として設定している。
また，社会科の学習とも関連して，本村の基幹産業である
酪農の牧場見学やインタビュー，乳製品の調理実習もおこ
なうことで，特産品を生かしたまちづくりがなされている
ことに児童が気づくことも目的としている。さらに，本村
は北海道東部地域の中でも比較的温暖な気候を生かして野
菜が栽培されており，野菜の直売所が多くあるのが特徴で
あるが，学校の農園で収穫した野菜を使ったレシピづくり
をおこなう。レシピを地域の地産地消ショップ「つるぼー
の家」で展示するという活動を通して，学習した内容を発
信する機会を多くの方に知って頂く機会を設定し，第５・
６学年の「観光」の学習にもつながっていくことができる
ようにした。
ウ）第５・６学年の探究課題

　第５・６学年でも，「自然」と「食」という探究課題を
学習することとし，「釧路の自然保護と観光産業」「釧路の
食と観光産業」を探究課題として設定した。鶴居村から
釧路管内（鶴居村を含む北海道東部の複数の市町村）に学
習対象が広がっていることが第３・４学年との違いである。
第３・４学年では，発達段階に合わせて，体験活動や自然
や食に関わる人々の思いを通して学ぶ学習過程にしていた
が，第５・６学年では，鶴居村の良さだけではなく，釧路
管内の魅力の発信を体験活動の最終目的とした。高学年段
階では，「教科の学習による定型的な知」と，「教科の学習
で育成された資質・能力と総合的な学習の時間による状況
的な知」を相互還流させることができる課題設定が重要で
ある。このことから，本村だけではなくエリアとしての広
い視野を持つとともに，街の魅力が「観光」という産業と
大きく関わっていることにも広がっていけるようなステッ
プアップした学習内容（体験活動）とし，第３・４学年と
の差別化を図った。

　「自然」の探究課題を扱う第５学年では，第３学年で体
験した学習を派生する形とした。主たる体験活動として，
外来生物（ウチダザリガニ）の駆除による自然環境保護を
観光の目玉としている釧路市阿寒湖地域の見学や，釧路湿
原や湖の環境を体験する標茶町のエコツーリズム体験，日
本野鳥の会がおこなっているタンチョウへの給餌活動など
を組み込んだ。探究の過程においては，自らが興味関心を
持った地域を選択し，メールやオンライン会議システムを
通してインタビューしたり，調査を深めたりすることを付
け加えている。
　第６学年においては，内陸地に所在し海がない本村と比
較する対象として，沿岸部の市町村についての学習をする
機会を設けるために，観光名所としても知られる釧路市の
和商市場の見学を実施している。４年生の社会科で水産加
工場の見学をしていることをもとに，水産加工品が観光客
の土産品になったり，飲食店で提供されたりすることで観
光・サービス業へと関わりがあることに気づける機会とし
ている。加えて，観光客の来訪の拠点となる釧路駅や釧路
空港，道の駅等を実際に見る学習を設定した。これは，釧
路管内の観光の活性化に向けて，自分たちでできることを
考えたり，自分たちの町の魅力を発信したりする意欲付け
をねらいとしている。第6学年段階では，産業の学習を終
えており，生活圏域以外の来訪者の増加が，地域経済の活
性化につながることにも気付かせたいと考え，設定した。
　本村も含め，近年，国内や国外からの観光客が増加す
る傾向にあり，地域の魅力的な観光資源を理解すること
は，地域を学び，地域への愛着や誇りを育むことにつなが
る。第５・６学年のいずれにおいても観光という題材を通
して学ぶことを通じて，地域への愛着や誇りだけではなく，

「観光への興味・関心」「課題解決能力」「地域への参画意識」
が高められ，総合的な学習の時間に育成したい資質・能力
を育成することができると考える。
エ）主たる「体験活動」の明確化

　それぞれの学年で「主となる体験活動」を明確にした。
そうすることで，すべての児童が共通の体験活動を４年間
で実施することになり，本校の総合的な学習の時間の重点
目標である「体験活動をもとに」おこなう探究的な学習に
学年ごとの系統性と学校全体としての一貫性をもたせた３）。
この点は，教職員が感じていた児童の実態把握をもとに改
善を図ったものである。へき地・小規模校の児童は，様々
な自然体験をしているように思われがちである。しかし実
際には，鶴居村や幌呂地区の特徴ともいえる酪農やタンチョ
ウなどについて，児童が知っていそうで知らないことが多
かったり，経験していそうでしていないということが実態
としてあったのである。
オ）改訂にあたってのプロセス

　改訂にあたっては，令和２年度の新カリキュラム完成に
向けて，令和元年度は，「食」と「自然」をテーマにする
ことに決定し，令和元年度末までにより詳細な年間指導計
画を作成した。実際の学習指導に当たる学級担任の意向を
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踏まえることが重要であると考え，急激な改訂はおこなわ
ず，２か年で変更していくこととし，教職員の理解を得や
すくした。
　テーマの決定にあたっては，教務主任から一方的に原案
を提示するのではなく，ア）本校の過去５年間分の総合的
な学習の時間の取組を提示したうえで，イ）総合的な学習
の時間の指導にあたる中学年や高学年の学級担任の意向を
確認するよう配慮した。ア）については，過去の学習テー
マを提示することで，学級担任がイメージしやすく，児童
がどのような学びを経てきたのかということも理解したう
えで判断してもらえるようにした。イ）に関わっては，総
合的な学習の時間が各教科等間の指導内容相互の関連を図
る中核であり，実際に児童の学習指導に当たる学級担任の
意向を可能な限り反映した。

（２）新学習指導要領への対応

①課題点

　令和２（2020）年度から平成29年改訂の新学習指導要
領が完全実施されることとなっていたが，告示後の移行措
置期間中の準備が十分であったとはいえなかった。今般の
改訂では，第５・６学年での外国語科の完全実施に伴う時
数の調整，プログラミング教育の実施，本校でこれまでお
こなってきた特別天然記念物タンチョウの保護活動（給餌
活動）等を含めて，本校の総合的な学習の時間における重
点目標を実現するにふさわしい探究課題（テーマ）の設定，
すなわちカリキュラムの再編成が必要であった。加えて，
探究課題の解決を通して育成を目指す具体的な資質・能力
の設定もされていない状況であった。さらに，これまでの
総合的な学習の時間の単元配当表（時数を含む）が，長年
更新されていない状態になっており，実態にそぐわないこ
とから活用されていないということも明らかになった。
②改善の方策

　まず，総合的な学習の時間の重点目標を，新学習指導要
領の３観点に合わせて見直し，以下の３点とした。
ア）【知識及び技能】体験活動をもとに，探究的な学習の

過程において，問題の解決に必要な知識及び技能を身に
付け，課題に関わる概念を形成し，探究的な学習のよさ
を理解するようにする。

イ）【思考力，判断力，表現力等】自分たちが住んでいる
地域における実社会や実生活の中から問いを見いだし，
自分で課題を立て，情報を集め，整理・分析して，まと
め・表現することができるようにする。

ウ）【学びに向かう力，人間性等】　探究的な学習に主体的・
協働的に取り組むとともに，互いの良さを生かしながら，
積極的に社会に参画しようとする態度を養う。

　教科横断的な視点をもって指導にあたれるようにするた
めに，全体計画のなかの指導方法・指導体制の項目に，「児
童の興味・関心，地域素材・人材活用を明確にした学年ご
との年間指導計画を策定する」という規定をつくったうえ
で，教科横断的なつながりを意識した年間指導計画の枠組

みを策定した。
　さらに，本校の重点目標には，「『豊かな心』の育成」が
位置づけられており，特に，「ふるさと学習の充実」「ふる
さとへの愛着の醸成」が今年度の取組事項として挙げられ
ていた。これらの重点目標を考慮した結果，総合的な学習
で育成を目指す資質・能力については４年間の系統性を考
えて２学年ずつ設定することが妥当であると考えた。
　なお，複式学級を有する小学校の場合，総合的な学習
はA/B年度方式で学習することがあるが，この方式の場
合，本校では次のような学習パターンが生まれることになる。
どちらのパターンから学習したとしても，第３・４学年で

「鶴居村の食と自然」という一つのテーマが完結し，第５・
６学年で「釧路地方の食と自然」というもう一つのテーマ
が完結するように学習テーマを設定し，４年間ですべての
学習テーマを履修することができるようにした。これによ
り，探究課題は毎年異なるものの，学級担任が児童の学年
に応じてどのような指導が必要であるかを明確にした。

表３　複式学級で学習する場合の系統性

パターン１で学ぶ児童 パターン２で学ぶ児童

第３学年 自然 食

第４学年 食 自然

第５学年 自然 食

第６学年 食 自然

（３）教育課程の見直しのプロセス

①課題点

ア）学級担任の負担

　これまで，本校においては，学級担任が年度当初に総合
的な学習の時間の年間指導計画を構想し，年度末に報告書
を作成する作業をおこなっていた。これは学級担任のみに
よる作業で，過去に実践されたものがデータとして保存さ
れてはいたものの，それぞれの学級担任が独自に計画をし，
２月に実施される職員会議で報告していた。なお，１月に
実施される地域参観日という全校の学校行事において，総
合的な学習の時間の学習成果が発表されており，教職員は
それを参観することで各学年の学習内容を知ることはでき
た。表２で示したとおり，すべてが保存されていたわけで
はなかった。
イ）PDCAサイクル

　総合的な学習の時間の計画を検討する場が設定されてお
らず，計画自体が文書化されていないこともあった。また，
教務部の提案で年度末の職員会議で報告書を提案すること
はあったものの，他の教職員から改善の必要性についての
意見が出ることがほとんどなかったことなど，年度ごとの
計画・見直しが十分であるとはいえなかった。PDCAサイ
クルが機能していない結果として，学級担任の裁量が過度
に大きく，学校の教育課程として年度間の系統性や一貫性
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が十分とはいえない状況であった２）。
　実際，筆者自身も，本校の総合的な学習の時間の年間指
導計画に対する意識が高かったとは決していえず，平成
29年度に第3・４学年担任となり，本校で初めて総合的な
学習の時間の指導にあたった経験を経て，年間指導計画の
見直しの必要性を認識した。平成30年度から，校務分掌
が教務部となり，カリキュラムの見直しが必要であること
について問題提起をし，第3・4学年担任と第５・６学年
担任とともに，年度末に見直しをすることを提案し，令和
元年度末に改訂された全体計画を策定した。
②改善の方策

ア）教育課程編成委員会の設置

　教育課程の再編成にあたり，校長の方針を受けて，校内
の特別委員会として「教育課程編成委員会」を組織するこ
ととなり，筆者は教務主任として委員会の目的，活動内容，
構成員の原案を起案した。
　教育課程編成委員会は，学校経営の方針をもとに，各教
科等の年間指導計画の見直しだけではなく，校務分掌の視
点からの業務の見直し，年間の授業日数の明確化，日課表
の見直し，その他教育課程の全体の調整をおこなうこととし，
その調整を教務主任が担うこととなった。具体的な編成作
業は，校務分掌の担当業務や担任する学級等を考慮したう
えですべての教職員で分担し，11月から開始した。重点
的な作業内容として，各種全体計画を新学習指導要領に対
応した新しい様式に変更すること，その際に，本校として
の課題（児童及び教師の指導上の課題）を明確にした。
　総合的な学習の時間は，教務主任が原案を作成し，その
後，全体計画について学級担任を含む全教職員で共通理解
を図る形をとった。そうすることで，作業を円滑に進める
とともに，学校の教育課程全体のなかでの総合的な学習の
時間の位置づけ，４年間の系統性を明確にした全体計画の
作成ができるようにした。
　教育課程編成委員会の設置にあたっては，新たな組織を
設置するだけではなく，校務全般をゼロベースで見直すと
いう目的をもった校長のリーダーシップがもととなってい
る。本実践では，校長の方針を受け，総合的な学習の時間
の全体計画にとどまらず，それを見直すための校内委員会
の設置，見直す視点の提示，作業時間の確保のための日程
調整などを教務主任が担当した。ただ作業として教職員に
課すということではなく，そのための検討の機会の設定や
作業時間の確保などをしたたうえで実施することで，教職
員が過度の負担なくおこなえたと考える。特に，年度の途
中ではあったが，いわゆる「余剰時数」の再検討をし，授
業時数を適切に管理し，放課後の教育課程の編成作業や会
議等に充てることができる時間を確保した。また，教育課
程の編成にあたる通常学級担任の職務負担軽減のために，
通知表の電子化をしたり，通知表発行に伴う様々な業務を
教務主任等が請け負ったりする等の措置も講じた。
イ）教育課程の各種全体計画の全般的な見直し

　各種の全体計画の見直しにあたっては，総合的な学習の

時間を含め，各学校で策定することが求められている各種
の全体計画に，「児童の実態や指導上の課題」という項目
を新たに設定した。そして，担当者の起案をもとに，すべ
ての教職員でその項目について話し合い，全体計画の見直
しを年に４回設定することで，全体計画が形骸化してしま
わないような仕組みづくりをおこなった。なお，各種の全
体計画の作成は，教務部が主担当となり，教務主任である
筆者が中心となって分担して取り組んだが，「児童の実態
や指導上の課題」の部分については，関係する校務分掌の
担当者や学年の学級担任に分担を依頼した。そうすること
で，すべての教職員が少なからず全体計画の作成に関わる
こととなり，教務主任の負担軽減を図るとともに，今年度
からおこなわれることになる定期的な見直しを多くの教職
員が意識するのに効果的であると考えた。定期的な見直し
のサイクルは，教育課程編成委員会から示された原案をも
とに，教務部の年間運営計画のなかに位置づけた。
　これらの取組にあたっては，総合的な学習の時間など教
育課程の一部を変えるだけではなく，それと連動して，計
画→実施→評価→改善を組織的かつ継続的に実施すること
ができるようにしたいという校長の意向があった。筆者は，
それを「フルモデルチェンジ」と捉え，この機会に大きく
変えなければ，あと数年間は進化がない状態のまま維持さ
れていくことになると考え，具現化するための策を講じて
いたところである。筆者以外の教職員からも，そのような
校長のリーダーシップに共感が得られていたのは，校長の
先見の明がある。近い将来に，教職員数の減少が見込まれ，
教務主任が通常学級の担任をすることが予想される。この
予想のもと，これまでの教務主任の業務を教頭に，教頭の
業務の一部を校長に移管して，校内の体制を構築していく
必要があるとことを校長が常日頃から教職員に説明してい
た。それにより，今おこなっている教育課程編成委員会の
設置や各種全体計画の見直し作業に多くの教職員が理解を
示し，積極的に協力をしている様子が見られた。

４．今後の課題

　本実践を実施したうえでの課題を２点あげておきたい。
　第一に，小規模校ならではの校内体制の課題である。へ
き地・極小規模校は，限られた教職員数で，10以上にも
わたる各種全体計画を作成，改善していくことが求められる。
業務の推進の中心となる教務主任４）も，学級数が多い学
校とは異なり，担任業務をしながら教務主任業務にあたら
なくてはならない５）。複式学級の担任である場合は，２学
年分の授業準備をする必要があることや，校務分掌の一人
当たりの仕事量が多いという事情もある。
　第二に，取組の進め方についてである。今回は，校長の
リーダーシップが効果的に発揮され，一般教職員にもその
必要性が十分理解されたうえでの取組となったが，トップ
ダウン・ボトムアップのいずれかだけでは効率的に進める
ことはできなかったといえる。
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　時系列で改善の過程を分析することは本稿ではできなかっ
た。学校規模に関わらず，教育課程の再編成には大きな時
間と労力がかかるので，学習指導要領改訂６）を機に「フ
ルモデルチェンジ」をおこない，小さな見直しや点検をシ
ステム化する「マイナーチェンジ」を組み合わせていくこ
とで，改善が継続されより良い教育課程になっていくと考
えられる。

註

１）報告書には，学校で定められた書式に従って，学習テー
マ，評価の視点，月別の学習内容が記載されていた。

２）令和２年度からの新カリキュラム実施に合わせて，外
部機関との窓口を教務部（必要に応じて教頭）とするこ
とにした。年度末から年度初めにかけて，協力を依頼す
る機関等に連絡をとり，依頼内容を説明するのは教務主
任がおこなった。実施にあたっての詳細な打ち合わせは，
学習を指導する学級担任が，授業実施にあたっての具体
的な打ち合わせをおこなうだけで済むように，負担軽減
を図った。実施後の礼状の作成は，今年度及び来年度に
限っては教務主任が担当し，ある程度蓄積された段階に
なったときには，各学級担任が担当した。これにより，
学級担任の負担軽減を図るとともに，担任が変わっても
切れない関係性を学校として維持できるようになり，校
長が目指す「持続可能な校内体制づくり」の一部を実現
することができた。

３）その要因として，総合的な学習の時間の特性が考えら
れる。教科用図書や明確な指導計画がないなかで，少な
い授業時数に比して準備に時間がかかることが負担感の
要因として考えられる。また，学校全体として計画や反
省の審議が十分ではなく，曖昧な状況が容認されるよう
な教育課程のブラックボックス化も要因として考えられ
る。ただ，いずれも筆者の憶測の域を出ないものである。

４）本実践においては，教務主任が推進役となり取り組ん
だが，今後，教職員定数が減った際に，大きな見直しが
必要になった場合は，今回実施したような形で見直しを
実施することは困難である。今回，総合的な学習の時間
の全体計画は，他の全体計画に比べて大がかりな見直し
や調整が必要であったことから，教務主任である筆者が
担当した。

５）学級業務と並行した教務主任の業務の在り方や校務分
掌の在り方の検討は，本稿ではおこなうことはできなかっ
た。一般的に，管理職を含めたすべての教職員が教育課
程編成に関わり，話し合えるような日常的な環境づくり
が必要であると考える。また，学校内だけで完結しよう
とするのではなく，へき地校同士のネットワーク化によ
り，分担が可能であるものは分担するなどの仕組みづく
りが充実していくことも求められるが，自校のみででき
るわけではないことから，市町村教委レベルでの取り組
みは必要と考える。

６）総合的な学習の時間が導入されて以降，学習指導要領

の改訂は２度おこなわれてきたが，総合的な学習の時間
の全体計画を見直す必要のある学校は，少なからず存在
していると思われる。おそらく，全体計画が現行の学習
指導要領に十分に対応しておらず，形骸化している学校
もあるだろう。その要因の一つに，教員の異動サイクル
も関係していると思われる。総合的な学習の時間の全体
計画を理解するには，単に全体計画を見るだけではなく，
学校を取り巻く地域の環境や学校行事，各教科等の学習
内容等を横断的に理解している必要がある。そのために
は，年単位での時間が必要となるが，へき地校では異動
サイクルが４～５年程度と短く，学校全体の教育活動の
様子がようやく理解できたころには，異動対象となり転
出するという問題があると予想しており，教育課程の再
編成を進めるうえでの校内体制の在り方の一部として別
途検証が必要である。

附記

　本稿は，第２筆者の森の指導のもと，第１筆者の深見が
執筆した。本研究は，JSPS科研費20H00732の助成を受け
た成果の一部である。
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